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概　要

本研究では，日本語学習意欲が向上していながらも，学習行動が促進されていない様相に

ついて「計画的行動理論」を手掛かりに解明した。バングラデシュ IT人材 3名を研究参

加者とし，半構造化インタビューを行ったうえで，自身の理想とする日本語学習行動の継

続を目指しながらも，それに見合った学習行動が実現できずにいるプロセスを捉えた。分

析の結果，3名の日本語学習意欲が向上し，それが維持されている背景には，「行動への態

度（自身が日本語を学習することを望ましいと感じるかという認識）」と「主観的規範（重

要な他者から日本語を学習することを期待されていると感じるかという認識）」の強化が

密接に関わっていることが明らかになった。一方で，学習行動が促進されていない背景に

は，「時間的余裕のなさ」や「日本語学習に対する自信のなさ」が捉えられ，「コントロー

ル感（状況的・能力的に日本語を容易に学習できると感じるかという認識）」の著しい低下

が学習行動を阻害していることが明らかになった。
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Abstract

Based on the theory of planned behavior, this study examined the case of three

Bangladeshi IT workers who were unable to devote as much effort to studying Japanese

even though their motivation to study Japanese increased. Semi-structured interviews

were conducted to capture the process through which they aimed to continue their be-

havior of studying the Japanese language in an ideal setting and why they could not

realize that ideal behavior. The analysis revealed that strengthening attitudes toward

the behavior (the perception of the desirability to learn Japanese) and subjective norms

(perception of significant others’ expectations to learn Japanese) were closely related to

increasing and maintaining participants’ motivation to study Japanese. However, lack

of time and confidence in their ability to learn Japanese led to a significant decrease

in perceived behavioral control (perception of whether one feels they can successfully

learn Japanese based on their situation and ability), which was an impediment to

studying behavior.
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問題と目的

1　バングラデシュ IT人材に着目することの意義

近年，ITの需要が急速に拡大する中，IT人材の獲得

競争はますます激化し，日本では 2030 年時点で最大約

79万人の IT人材不足に陥ると推計されている（経済産

業省，2016）。IT業界の人材難は日本社会全体に波及す

る深刻な問題となり，外国人材を含めた多様な人材の活

躍推進が提言されている。一方，IT 人材の主要な輩出

国として知られているインドでは，近年の欧米志向の向

上により，日本企業の採用活動が難航しているという報

告も見られる（日本経済新聞，2019）。

そこで，新たに注目を集めているのがバングラデシュ

の IT人材である。バングラデシュは 1億 7千万を超え

る世界第 8 位の人口を有し（World Bank Open Data,

2022a），生産年齢人口（15～ 64歳の人口）が全人口の

約 68％（World Bank Open Data, 2022b），14歳以下

の人口が全人口の約 26 ％を占めている（World Bank

Open Data, 2022c）。近年では，国の政策として「デジ

タル・バングラデシュ」を掲げ，IT業界の成長を加速化

させてきたが，若年層を中心とした労働者に対する就労

機会の提供が大きな課題となっている（国際協力機構，

2022a）。

このような社会的背景の中，国際協力機構はバングラ

デシュに対する雇用創出と，日本の IT 業界における人

材難の解決を目指し，バングラデシュの IT 人材の育成

や日本での就職を支援するプロジェクト（Bangladesh-

Japan ICT Engineers’ Training Program: B-JET）を

推進してきた（国際協力機構，2020）。国際協力機構によ

る支援は 2020年 10月に終了したものの，同プロジェク

トは宮崎大学やバングラデシュ国内の大学，民間企業の

主導によって継続されており（国際協力機構，2022b），

日本のバングラデシュ IT 人材に対する期待の高さが窺

える。

IT 業界では，日本国内においても英語で業務を遂行

できる場合があるが，このことは日本語が不必要である

ことを意味するとは限らない。海外から来日した IT 人

材が日本での長期的な滞在や将来的なキャリア形成を見

据えた際，日本語での円滑なコミュニケーションがとれ

ず不利益が生じてしまう場合もある。今後，日本社会が

バングラデシュ IT 人材を含む外国人材の活躍を推進し

ていくにあたり，彼らの日本語学習を支援することは，

外国人材を単なる「労働力」の補填として受け入れるの

ではなく，社会を共に構成する一員として受け入れてい

くうえでも重要な課題となるだろう。

2　日本語学習意欲と学習行動の乖離に着目する必要性

本節では，第二言語*1教育領域における関連研究に

触れ，本研究の立場を説明する。これまでの研究では，

motivation の和訳として「学習意欲」「学習動機」「動

機づけ」などが用いられてきたが，これらの用語の定義

は統一されておらず（守谷，2002；岡，2017），先行研

究への言及にあたっては原典の表記を優先することとす

る。上述の通り，motivation に関する見解は研究者に

よって様々であるが，「ほとんどの研究者が同意し得る

唯一のこととは，それが人間の行動の方向（direction）

と程度（magnitude）に関わるものだということであ

る」（Dörnyei & Ushioda（2013），p. 4。訳文には小山

（2021）内のものを使用）とされている。

日本語教育領域においては，1990年代から学習意欲，

学習動機，動機づけに着目した研究が見られ始めた。そ

の当時から，動機づけは「学習者が学習を開始し，学習

を維持していくエネルギーとなる」と見なされ，効果的

な教育が行われるうえで最も重要な要因の 1つであると

考えられてきた（倉八，1992）。このことから，学習意

欲，学習動機，動機づけをいかに向上・維持させるかと

いう点に関心が集まり，2000年代以降，それらに着目し

た研究がさらに展開されるようになった。このような背

景には，「学習意欲の向上が学習行動を促進する」とい

う前提が見られるものの，実際には，学習意欲を学習行

動に結びつけることのできる「成功事例」ばかりとは限

らない。小山（2021）では，バングラデシュ IT人材の

事例をもとに，日本語学習意欲の長期変容プロセスを解

明したうえで，日本語学習意欲の向上・維持にどのよう

な支援が求められるかが検討されている。しかし，日本

語学習意欲が向上し，それが維持されていたとしても，

実際に学習行動が促進されるとは限らず，学習意欲を実

際の学習行動に結びつけるうえでの支援を検討するとい

う課題が残されている。motivation は，言語学習の成

*1 迫田（2002）によれば，第二言語とは一般的に母語（第一言語）
の次に習う言語を指す。学習者によって，第三言語や第四言語
が存在する場合もあるが，第二言語習得に関する研究では，そ
れらも含め，第一言語以外の言語を対象としている。
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否に影響を与える重要な要因の 1つと見なされているが

（Dörnyei & Skehan, 2003），学習意欲を学習行動へと結

びつけるうえでは，さらに一歩踏み込んだ支援が求めら

れると考えられる。そのためには，学習意欲を向上・維

持させていながらも，学習行動が伴わない場合の背景に

どのような影響が見られるかを明らかにする必要がある

だろう。しかし，これまでの日本語教育領域では，学習

意欲が学習行動を伴わないという事象があまり注目され

ておらず，同領域で用いられてきた主流の理論でも，こ

のような事象は整合的に説明することができない。

このような重大な欠落に鋭い示唆を与えてくれるの

が，社会心理学の「計画的行動理論（Theory of Planned

Behavior）」（Ajzen, 1991）である。計画的行動理論は，

人間がある行動をしようという「行動意図（Intention）」

と「行動（Behavior）」が一致しないことを説明するのに

適したモデルである。計画的行動理論では，「行動意図」

に影響を与える要因として，以下の 3つが規定されてい

る（図 1）。1つ目は，「行動への態度（Attitude toward

the behavior）」であり，自身がその行動をとることを

望ましいと感じるかという認識である。2 つ目は，「主

観的規範（Subjective norm）」であり，重要な他者から

その行動をとることを期待されていると感じるかとい

う認識である。3 つ目は，「コントロール感（Perceived

behavioral control）」であり，自身の状況や能力等から，

その行動をとることが容易にできそうかという認識であ

る。これらの 3 つが高まるほど「行動意図」も高まり，

低下するほど「行動意図」も低下する。ただし，ここで

留意すべきは，これらの 3要因の中で「コントロール感」

が唯一「行動」に直接影響を与えるという点であり，「行

動意図」が向上していても「コントロール感」が低下し

ている場合は，「行動」に結びつきにくくなるということ

である。

図 1　計画的行動理論の概要
　 　（Ajzen（1991），p. 182，FIG.1を改変して作成）

これまで，計画的行動理論は，ダイエット行動や喫煙

行動等に着目した健康・保健に関する研究等を中心に用

いられてきたが（Deborah & Ajzen，1985；今城・佐藤，

2004；中原・林，2005等），日本語教育領域では主流の

理論としての地位を確立していない。しかし，計画的行

動理論は，日本語学習意欲が向上しながらも，実際の学

習行動に結びつかない事象にアプローチする足掛かりと

なると考えられ，本研究では，同理論を日本語教育領域

にも援用することを試みる。計画的行動理論は，人間の

「行動意図」と「行動」の乖離を説明するうえで優れた理

論であり，様々な量的研究やメタ分析でもその有効性が

支持されてきた。これらの研究は，質問紙調査に基づき，

研究参加者のある特定の時点に焦点を当て，「行動意図」

から「行動」に至るメカニズムを解明したものである。

一方，長期的な日本語学習のプロセスでは，時間の経過

や環境の変化とともに学習意欲や学習行動の変容を捉え

る必要性があることから，本研究では，インタビューに

よる質的調査を通し，研究参加者の 10 年以上にわたる

日本語学習経験について聞き取りを行うこととする。な

お，本研究では，計画的行動理論における「行動意図」

を日本語教育領域に合わせた形で「学習意欲」と言い換

え，「行動」を「学習行動」として援用することとする

（図 2）*2。また，「学習意欲」は必ずしも学習行動に結び

つくとは限らないという視座に立ち，本研究では，本人

の「進んで学習しようという気持ち」（小山，2021）とし

て「学習意欲」を用いることとする。

図 2　計画的行動理論を本研究に援用した場合
　 　（Ajzen（1991），p. 182，FIG1を改変して作成）

*2 Ajzen（1991）においても，「行動意図」にあたる “Intention”
は “Motivation” と言い換えられ，ほぼ同じような捉え方がさ
れている（Ajzen, 1991, p. 182）。
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3　本研究の目的

以上を踏まえ，本研究では，バングラデシュ IT人材の

日本語学習意欲と学習行動の変容に対する認識を捉え，

日本語学習意欲を向上・維持させていながらも，学習行

動が促進されていない様相を解明し，必要とされる支援

を検討することを目的とする。

研究方法

1　調査

（1）研究参加者の概要

本研究の研究参加者は，バングラデシュ出身の IT人

材 3名である。研究参加者の匿名性を保持するため，プ

ロフィール（表 1）には所属先や役職に関する情報を掲

載せず，年齢や滞日歴等の情報も個人を特定できない範

囲で記している。

（2）研究参加者の選定

本研究の目的に照らし，日本語学習意欲を向上・維持

させつつも，それに見合った学習行動の継続を困難に

感じている 3名に調査協力を依頼した*3。彼らは調査者

（筆頭著者）がＸ社で担当する日本語研修の受講者であっ

たが，調査者よりも年上にあたり，家族や私生活などの

プライベートな事柄も気兼ねなく話す関係にあった。3

名に調査協力を依頼した背景には，彼らが日本語学習意

欲を向上・維持させながらも，それに見合った学習行動

をとるのが困難であることを率直に打ち明けてくれたと

いう経緯がある。なお，調査者が 3名の社内評価に影響

を与える立場にないことは，調査を依頼する以前から伝

わっており，調査協力を依頼した際には快諾を得ること

ができた。

本調査のように，個人の経験を深く聞き取るインタ

ビューにおいては，研究参加者とのラポール形成が極め

て重要であるが，本研究では上述の経緯によって，研究

参加者との対話を通して豊富なデータを得ることができ

ると考えられた。ただし，日本語を教えている調査者が

インタビューを行う以上，研究参加者の語りが調査者の

*3 「2 分析手続き」の節で述べる通り，本研究では，質的研究方
法「複線径路等至性モデリング（TEM）」の研究参加者選定に
関する理論的枠組み（「拡張版・歴史的構造化ご招待」；小山・土
元，2023）に基づき，研究参加者 3 名を選定している。なお，
TEM では，研究の事例数に応じて捉えられることの特徴が異
なるとされ（「1/4/9の法則」；安田，2015，p. 58），本研究で
は，多様性と共通性を捉えるのに適した 4 ± 1 の事例数を設定
することとした。

表 1　研究参加者 3名のプロフィール（調査時点）
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日本語講師としての顔を意識したものになる可能性には

常に自覚的であるべきだと考える。このことを踏まえつ

つ，インタビューでは架空のケースを想定した質問を通

し，研究参加者が本音を語りやすくなるような工夫を施

すこととした*4。

（3）倫理的配慮

上述の 3名に対して，調査協力は自由意志に基づくも

のであることを説明し，調査協力を依頼した。そのうえ

で，調査時の筆頭著者の所属機関の規定に準じた英文の

研究参加同意書を交わし，調査の目的やプライバシーの

保護，参加・撤回の自由等について理解を得た。さらに，

インタビュー時には，質問の仕方や，自身の表情，声色

にも十分な注意を払い，研究参加者の情緒面への影響に

配慮した。例えば，「その時なぜ勉強しなかったんです

か」と聞くのではなく，「その時のことをもう少し詳しく

聞いてもいいですか」という聞き方をし，研究参加者を

責めるような印象を与えないよう留意した。

（4）調査方法

本調査は，20XX年に全て対面で実施したものである。

調査回数は 1 名につき 2 回であり，各回の所要時間は

約 2時間であった。本調査の実施にあたっては，ライフ

ライン・インタビュー・メソッド（Life-Line Interview

Method）（Schroots & Ten Kate, 1989）を参考とした。

元来のライフライン・インタビュー・メソッドでは，高

齢者の自伝的記憶によるライフコースの浮き沈みに関心

が持たれ，誕生から調査時点に至るライフライン図が描

かれる。本研究では，当事者の浮き沈みを時間の流れと

ともに把握するという点を参考としたが，研究目的に照

らし，日本語学習を開始した時期から調査時点に至るラ

イフライン図の作成を依頼することとした。研究参加者

には，日本語学習意欲と学習行動の浮き沈みに対する認

識を時間軸に沿って曲線で表すよう依頼し，その図を見

ながらインタビューを進める方法をとった。本研究でラ

イフライン・インタビュー・メソッドを参考とした理由

は，以下の 2点である。

第一に，研究参加者の豊富な語りを引き出すためであ

る。3名の場合，日本語学習の開始期から 10年以上にわ

たる年月が経過しているが，その長期的な変容をライフ

*4 例えば，「もし自分が社長だったら，日本語を学んでいるバング
ラデシュ IT 人材のためにどのようなことをするか」など，架
空のケースを想定した質問を織り交ぜた。

ライン図に描き出すことにより，過去の記憶や認識を整

理したうえで，インタビューに臨むことができる。この

ように，日本語学習意欲と学習行動の浮き沈みに対する

認識を可視化させることで，研究参加者は記憶を活性化

でき，当時の経験を詳細に語りやすくなると考えられた。

第二に，調査者がライフライン図を参照することで，

研究参加者の日本語学習意欲と学習行動の浮き沈みに対

する認識を全体像として捉えやすくなるからである。本

研究では，日本語学習意欲が向上しながらも，学習行動

が促進されていない時期に着目するため，このような視

覚情報がインタビューの糸口や分析の手掛かりとなると

考えられた。

以上の理由から，本研究ではライフライン・インタ

ビュー・メソッドを参考とし，具体的に以下の手順で調

査を進めた。

　

I．まず，研究参加者に付箋を渡し，自身の日本語学習に

影響を与えた出来事や，印象に残っている出来事を書き

出すよう依頼した。次に，A3 サイズの白紙を渡し，付

箋を時系列順に貼るよう依頼した。

　

II．研究参加者にライフライン図（図 3～5）の作成を依

頼した。具体的には，縦軸（本人の認識における日本語

学習意欲・学習行動の程度を表す）と横軸（本人の認識

における時間の流れを表す）が書かれた A3サイズの白

紙を渡し，自身が日本語学習意欲と学習行動の浮き沈み

をどのように認識しているか，曲線で表すよう依頼した。

　

III．研究参加者とライフライン図を見ながら，半構造化

インタビューを行った。主な質問項目は，「日本語学習

意欲と学習行動が大きく浮き沈みするポイントでどのよ

うな出来事があったか」，「日本語学習意欲と学習行動の

乖離が顕著な時期に何が起きていたのか」，「自分にとっ

て理想的な日本語学習を継続するうえで何が必要だと考

えているか」などである。なお，インタビューは，研究

参加者との対話がしやすいよう，日本語と英語を併用し

て実施し，研究参加者の同意のもと IC レコーダーにて

録音した。

　

以上の I から III までを第 1 回目の調査で行い，第 2

回目の調査では，第 1回目で詳しく聞けなかった箇所や

分析内容の確認等を行った。
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2　分析手続き

調査終了後，3 名のインタビューのトランスクリプ

トを作成し，「複線径路等至性モデリング（Trajectory

Equifinality Modeling：以下，TEM）」により分析を行っ

た。TEMとは，「時間を捨象せず個人の変容を社会との

関係で捉え記述しようとする文化心理学の方法論」（安

田・サトウ，2012）であり，プロセスを理解しようとす

る質的研究方法である（サトウ，2015）。

本研究で TEM を採用した理由は，日本語学習意欲

と学習行動の乖離の様相を時間や環境の変化とともに

捉えることが重要だと考えたからである。これまでの第

二言語教育領域の研究においても，学習者の変容を捉え

るうえで時間的・社会的文脈を考慮する重要性が広く指

摘されており（Ushioda, 1994; Dörnyei, 2001等），「個

人の変容を社会の関係で捉え記述する」（安田・サトウ，

2012）のに適した TEMでの分析を通し，研究参加者の

経験世界をより精緻に理解することを試みた。

TEMによる分析手順は，以下のとおりである。まず，

研究参加者 3 名のトランスクリプトをそれぞれ作成し，

意味のまとまりごとに切片化した。次に，本研究の目的

に照らして，研究参加者が日本語学習意欲を向上・維持

表 2　 TEM図で使用した概念と意味，本研究における適用内容
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させていながらも，それに見合った学習行動をとること

を困難だと感じている時期に焦点を当てるため，ライフ

ライン図（図 3～ 5）の右側部分の個人の径路を描いた。

なお，3名のライフライン図には，その他にも学習意欲

と学習行動の多少の乖離が見られる箇所があるが，本研

究では乖離が顕著に認識されている時期における当事者

の経験や認識に焦点化することとした。日本語学習に限

らず，日常生活のあらゆる場面において，意欲と行動に

多少の乖離が生じることは，人間として極めて自然な現

象であると考えられる。そのため，本研究では，本人が

学習意欲を学習行動に移せない状況に問題意識を抱き，

かつ，その状況を改善する支援が必要だと認識している

時期に焦点化して分析を行うこととした。

分析の際に使用した概念は表 2の通りである。各研究

参加者の TEM図を作成した後，最終的に 3名の辿った

径路を統合して 1 枚の TEM 図（図 6）とした。なお，

本研究では，小山・土元（2023）による「拡張版・歴史

的構造化ご招待」と紐づけられた「拡張された等至点」

の考え方を用いている*5。研究参加者 3名は，日本語学

習意欲を向上・維持させ，日本語学習を継続したいとい

う未来志向を有していることから，3名が目指しつつも，

まだ到達できていない「自身にとって理想的な日本語学

習行動を継続する」を「拡張された等至点」として設定

し，そこに至るまでの障壁や必要とされる支援について

検討することとした。

結果および考察

1　研究参加者 3名のライフライン図

研究参加者が作成したライフライン図は以下の通りで

ある（図 3～ 5）。これらの図は，調査で回収した原本を

元に筆者が描画ソフトを用いて再現したものであるが，

*5 これまでの TEM を用いた研究では，研究参加者の選定に際し
て，「歴史的構造化ご招待」の理論的枠組みが用いられてきた。
元来的な歴史的構造化ご招待の手続きでは，「等至点を経験した
人を調査にお招きする」（サトウ，2015，p. 4）とされているこ
とから，調査時点までに経験された過去の事象が「等至点」とし
て設定される場合が多い（小山・土元，2023）。それに対して，
「拡張版・歴史的構造化ご招待」では，「その人の過去の出来事
や経験だけでなく，未来展望も包括する」ことが重視され，等
至点的事象を目指し歩みつつも，まだ到達できていない人も研
究参加者に含めるという考えがとられている。同時に，その人
の展望する未来の事象も含めて等至点概念を設定できるよう拡
張させている（小山・土元，2023）。

個人の特定を防ぐため，来日時期等の情報は削除してい

る。図 3～ 5の実線は本人の日本語学習意欲の変容に対

する認識を表し，破線は本人の学習行動の変容に対する

認識を表す。それぞれの図において実線と破線の差が顕

著な箇所は，日本語学習意欲を向上・維持させていなが

らも，それに見合った学習行動をとるのが困難だと語ら

れた時期を表している。なお，実線のみが見える部分は

実線と破線が重なっており，日本語学習意欲と学習行動

がほぼ一致していると語られた時期を表している。

図 3　 A氏の日本語学習意欲と学習行動のライフライン図
　　 　※実線のみに見える部分は実線と破線が重なっている

図 4　 B氏の日本語学習意欲と学習行動のライフライン図
　　 　※実線のみに見える部分は実線と破線が重なっている

図 5　 C氏の日本語学習意欲と学習行動のライフライン図
　　 　※実線のみに見える部分は実線と破線が重なっている
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2　研究参加者 3名の統合 TEM図

研究参加者 3 名の径路を統合した TEM 図を図 6 に

示す。なお，図中の径路や概念のうち 3名全員が経験し

ていないラベルにのみ，該当する研究参加者の記号（A，

B，C）を付記している。

3　研究参加者 3名の辿ったプロセス

以下では，研究参加者 3 名が自身にとって理想的な

日本語学習行動の継続を目指しながらも，それに見合っ

た学習行動が実現できずにいるプロセスを記述する。な

お，TEM図の中の概念や径路に言及する場合には【　】

で括って表記することとする。その際，【　】内に TEM

図での表記をそのまま用いず，文脈に合わせた形で表記

した箇所がある（例：TEM 図の径路「長期的な滞日を

見据えた心境の変化が生じる」を以下の本文の文脈に合

わせる形で，「【長期的な滞日を見据えた心境の変化が生

じ】ていた」と表記した）。

　

来日から何年かが経過し，3名は家族とともに【日本

に長く住みたいと思う：BFP】ようになった。B 氏は

【日本語を独学する】ようになり，C氏は，日本語を母語

としない同僚のエンジニアが日本語の必要な職場に次々

と異動していく様子を見て，自分自身も【日本語の必要

な職場に異動する可能性を意識する】ようになった。3

名は異動を経て，【日本語が必要な職場環境：SG】に身

を置く中で，【英語が苦手な日本人の仕事関係者：SG】

や【日本語が上手な外国人の同僚：SG】と接し，【職場

で日本語での会話が求められる：BFP】ようになった。

それ以前の 3名の業務は，英語のみで遂行可能であった

が，職場環境の大きな変化に伴い，【仕事関係者からの

日本語学習に対する期待：SG】を強く感じるようになっ

た。その頃，3名には，【長期的な滞日を見据えた心境の

変化が生じ】ていた。A氏は【日本語ができないことに

危機感を抱く】ようになり，B氏は【長期滞日を希望す

る家族：SG】のために【日本への帰化を決意する】こと

とし，C 氏は【日本での長期的なキャリア形成のため，

自分の価値を高めたいと思う】ようになった。

図 6　研究参加者 3名の径路を統合した TEM図
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このような経緯により，3名は【日本語の必要性を強

く認識する：BFP・OPP】中で，【日本語で仕事ができ

るようになりたいと感じる】ようになり，【学習意欲が向

上：OPP】していった。そこで，向上した学習意欲を学

習行動に移そうと，【X 社の日本語クラスに任意で参加

する】ことで，【自身にとって理想的な日本語学習行動を

継続する：拡張された EFP】ことを目指した。

しかし，【業務の多さ：SD】や家族の世話等で【時間的

余裕のない状況：SD】に置かれた 3名にとっては，【業

務時間外のクラス：SD】に出席する負担が大きく，【クラ

スに行くのが大変だと感じる】ようになった。彼らには

【「家族を優先すべき」という社会通念的価値観：SD】が

あるうえ，B氏と C氏は【IT技術の進歩による技術研

鑽の必要性：SD】から日本語学習に割ける時間が減って

おり，A氏は【学習環境へのアクセスのしにくさ：SD】

から，仕事や家庭と日本語学習を両立していくのが困難

だと感じるようになった。3名は，これまで思うように

日本語が上達しなかった経験による【日本語学習に対す

る自信のなさ：SD】から，一人では日本語を学習するこ

ともできず，【学習時間が確保しにくいと感じる】ように

なった。このようにして，学習意欲と学習行動の乖離が

広がっていき，【自身にとって理想的な日本語学習行動

を継続する：拡張された EFP】ことがますます困難な状

況となった。

しかし，3名は，学習意欲を維持しようと努め，【日本

語学習を諦める：P-EFP】という選択はとらず，【自身の

状況を教師に打ち明ける】こととした。A氏は【家庭の

事情を話し，オンラインでのクラス参加を交渉する】こ

ととし，B氏と C氏は【仕事や IT技術の習得で忙しく，

日本語学習に十分な時間が割けないことを話す】ことと

した。その結果，【教師による理解：SG】が得られ，【遠

隔参加可能な学習環境：SG】の提供や，【教師による多

様な学習ツールの紹介：SG】により，【自分の学習スタ

イルに合ったクラス：SG】で【僅かながらでも学習する

方法を見出す：BFP】という選択をとった。このように

して，3名は【自分のスタイルに合った学習行動をとる：

OPP】こととなったが，向上した学習意欲に見合った学

習行動をとるのは依然として難しい状況にあり，【自身

にとって理想的な日本語学習行動を継続する：拡張され

た EFP】うえでは，【業務時間内での日本語学習制度：

期待される SG】が必要であると認識している。

4　日本語学習意欲が向上し，それが維持されている

　　背景の考察

日本語学習意欲の向上・維持の背景は，小山（2021）

でも考察がなされているが，本論文では計画的行動理論

と照らし合わせて考察を進めることとする。研究参加者

3名の日本語学習意欲の向上・維持には，日本語学習の

必要性に対する認識が大きく影響していることが読み取

れる。3 名が【日本語の必要性を強く認識する：BFP・

OPP】に至った背景には，【日本に長く住みたいと思う：

BFP】という将来展望や，【職場で日本語での会話が求

められる：BFP】という経験が捉えられた。3名は，来

日直後，日本語が必要ない職場環境で過ごしていたが，

時を経て【日本語が必要な職場環境：SG】に身を置くよ

うになり，【英語が苦手な日本人の仕事関係者：SG】や

【日本語が上手な外国人の同僚：SG（A）】らと接する中

で，【仕事関係者からの日本語学習に対する期待：SG】

を感じるようになった。研究参加者 3名にとって，日本

に長期的に滞在するということは，日本で長期的に就業

することをも意味し，仕事関係者から日本語学習を期待

された経験が重なり，日本語学習に対する意味づけがよ

り深化していったと考えられる。例えば，C氏の径路に

は，【日本での長期的なキャリア形成のため，自分の価値

を高めたいと思う】という，長期的な滞日を見据えた心

境の変化が見られる。C氏の語りによれば，日本で昇進

するうえでは，エンジニアとしての技術力はもちろんの

こと，日本語でのビジネスコミュニケーションが求めら

れ，日本語能力が自身の人材価値を大きく左右すること

を認識したという。

以上を踏まえ，計画的行動理論に照らし考察すると，

3名の「行動への態度（自身が日本語を学習することを

望ましいと感じるかという認識）」は「主観的規範（重要

な他者から日本語を学習することを期待されていると感

じるかという認識）」と密接に結びついており，日本語

の必要性に対する認識が一層強化されていることが窺え

る。フルタイムで就業する 3名は，日常の大半を職場で

過ごしているのであり，仕事関係者は彼らにとって重要

な他者であると位置づけられる。そのうえ，将来の長き

にわたり日本で就業する可能性を見据えたことで，日本

人の仕事関係者と円滑にコミュニケーションをとること

は，3名にとってますます重要性を帯びることとなった。

このようにして，日本語学習が自身の将来のキャリアを

切り拓くうえで不可欠なものと認識され，日本語学習意
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欲の向上につながったのだと考えられる。

さらに，向上した日本語学習意欲を維持している時

期において，3名は【自分の学習スタイルに合ったクラ

ス：SG】，【遠隔参加可能な学習環境：SG】【教師による

理解：SG】【教師による多様な学習ツールの紹介：SG】

を得ながら，【僅かながらでも学習する方法を見出す：

BFP】ことで，【自分のスタイルに合った学習行動をと

り：OPP】，それがさらなる学習意欲へとつながった。

計画的行動理論の枠組みでは，「行動意図→行動」（本研

究の文脈に置き換えれば「学習意欲→学習行動」）という

一方向的な因果関係が示されており，この基盤には「意

欲が行動に先行する」という前提が見られる。しかし，

本研究参加者の辿った径路に照らせば，学習意欲と学習

行動の循環的な様相も窺え，自分に合った学習行動をと

ること自体が学習意欲につながる可能性も考えられる。

このことから，本人に合った学習行動を支える環境を整

備することの重要性も示唆され，「総合考察」の節で具体

的に論じることとする。

5　学習行動が促進されていない背景

ライフライン図（図 3～5）の右側に見られる通り，研

究参加者 3 名は日本語学習意欲を向上・維持させてい

る一方，実際の学習行動は促進されていないと認識して

いる。

3名は，自身の日本語学習意欲と学習行動の乖離が広

がっている主な原因を【時間的余裕のなさ：SD】に帰属

させていた。具体的には，IT業界ならではの事情（【IT

技術の進歩による技術研鑽の必要性:SD（B/C）】）や，プ

ロジェクトによって，平日の夜間や週末にも業務に対応

する必要が生じたこと（【業務の多さ：SD】）などが挙げ

られる。さらに，3名のインタビューでは，日本とバン

グラデシュの労働環境や生活環境の違いとともに，家族

の世話に時間を使うことの大切さ（【「家族を優先すべき」

という社会通念的価値観：SD】）が共通して語られてい

た。3名によると，バングラデシュでは日本と比較して

業務負担が少なく，日頃から家族の世話を親戚と協力し

て行うことができるという。一方，日本では業務多忙に

よってプライベートな時間が減少し，家族の世話を親戚

に頼むこともできないため，家族と過ごす時間を捻出で

きるよう，より心を砕く必要があるという。ある研究参

加者は，調査者と出会う前に，週末の日本語クラスに参

加したことがあるものの，週末は家庭の事情で忙しく，

継続が困難であったことを語った。多忙な状況に置かれ

た 3名にとって，技術の研鑽や業務以外のプライベート

な時間は大変貴重であり，残りの限られた時間は，自分

の家族のために割くべきものと認識されていることが窺

える。

以上のように，彼らは日本語学習の必要性を十分自覚

していながらも，業務や IT技術の研鑽，さらには自分の

家族のために時間を割くことに集中しなければならず，

【学習時間が確保しにくい】と感じていると考えられる。

インタビューにおいては，研究参加者の率直な思いを聞

き取ることを目的に，「もし自分が社長だったら，日本語

を学習するバングラデシュ IT 人材のためにどのような

ことをするか」という，仮想上の問いかけを行った。そ

の問いに対して，3名全員が「業務終了後ではなく，業

務時間内に日本語を学習する機会を提供したい」と回答

しており，ある研究参加者は「勉強するのは，これも仕

事です（原文ママ）」と語っていた。また，「自分にとっ

て理想的な日本語学習を継続するには何が必要か」と尋

ねたところ，3名全員が【業務時間内での日本語学習制

度：期待される SG】が必要であると語り，日本語学習意

欲と学習行動の乖離を逓減するには，業務時間内におい

て毎日 2時間程度の学習時間を確保するのが理想的であ

ると述べた。このことは，業務時間内でこそ日本語学習

を行う必要があるということを示しており，それは「期

待される SG」という概念設定によって浮き彫りにする

ことが可能となった。以上のことから，研究参加者 3名

にとって，日本語を学習するということは業務の一環で

あると認識されていることが読み取れる。

さらに，3名は，過去の日本語学習において，自身の

目指すレベルになかなか到達できなかった経験を振り返

り，【日本語学習に対する自信のなさ：SD】を語ってい

た。前述の通り，計画的行動理論では，「行動への態度

（自身がその行動をとることを望ましいと感じるかとい

う認識）」と「主観的規範（重要な他者からその行動を

とることを期待されていると感じるかという認識）」が

強化され，「行動意図（本研究では学習意欲）」が高まっ

たとしても，「コントロール感（自身の状況や能力等か

ら，その行動が容易にできそうかという認識）」が伴わな

ければ，「行動」には結びつきにくいと説明されている。

研究参加者 3名の場合，日本語学習意欲が向上し，それ

が維持されている背景には，「行動への態度」と「主観

的規範」の強化が見られるが，【時間的余裕のなさ：SD】

や【日本語学習に対する自信のなさ：SD】から，「コン

トロール感」が著しく低下しているため，学習行動が促

進されにくい状況に置かれていると考えられる。
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総合考察

本研究では，バングラデシュ IT人材 3名から得られ

たデータをもとに，日本語学習意欲を向上・維持させて

いながらも，学習行動が促進されていない様相を明らか

にした。本節では，計画的行動理論の観点と，研究参加

者に必要とされる日本語学習支援の観点から総合考察を

行い，本研究の限界と今後の課題を述べる。

1　計画的行動理論の観点から

調査の結果，3名の日本語学習意欲が向上し，それが

維持されている背景には，日本語学習の必要性に対する

認識の強化が見られ，「行動への態度」と「主観的規範」

の強化が密接に関わっていることが明らかになった。上

述の通り，向上した日本語学習意欲を維持していながら

も，学習行動が促進されていない背景には，「コントロー

ル感」の著しい低下が見られ，状況的にも能力的にも「日

本語を学習することが難しい」という認識によって，日

本語学習意欲と学習行動の間に大きな乖離が生じている

ことが窺える。これを裏付けることとして，日本語学習

意欲と学習行動がほぼ一致していたと認識されている時

期においては，①バングラデシュ国内の Y社（日本の X

社のグループ会社）で就業しており，日本よりも残業が

少なかった点，②業務時間内の日本語必修制度が存在し

たという点で，学習時間が確保しやすく，日本語学習意

欲と学習行動の乖離が顕著に認識されている時期と比較

し「コントロール感」が保持されていたことに着目した

い。3名が【自身にとって理想的な日本語学習行動を継

続する：拡張された EFP】うえで，【業務時間内での日

本語学習制度：期待される SG】を共通して挙げた背景

には，バングラデシュでの日本語学習を通し，「コント

ロール感」を補う必要性を身をもって実感した経験があ

るのではないだろうか。以上のことから，計画的行動理

論は，日本語学習意欲と学習行動の乖離の様相を解明す

るうえでも有用な理論であることが示唆される。

一方で，既存の計画的行動理論の枠組みでは説明しき

れない事象として，【自分のスタイルに合った学習行動

をとる：OPP】という実際の学習行動が学習意欲に作用

している可能性も示唆された。小山（2021）においても，

研究参加者 3名の 10年以上の日本語学習意欲の長期変

容プロセスの解明を通し，自分に合った学習行動が学習

意欲を向上させ，自分に合わない学習行動が学習意欲の

低下につながることが示唆されている。前述の通り，計

画的行動理論の基盤には「意欲が行動に先行する」とい

う前提が見られるが，学習意欲と学習行動が循環しな

がら双方向的に作用することも考えられる。このことは

Ellis（1985）や Dörnyei（2009）などが述べるように，

学習開始前よりも学習するプロセスで起きる学習意欲が

学習者に影響を与えることとも符合するだろう。

2　研究参加者に必要とされる日本語学習支援の

　　観点から

研究参加者 3 名のように，フルタイムで就業する外

国人材にとっては，学習時間の確保が大きな課題となっ

ており，仕事と日本語学習の両立が容易でないことは，

瀬尾ら（2012）の調査結果からも明らかである。小山

（2021）では，外国人材の日本語学習意欲を支えるうえ

で，外国人材の実態に合わせたクラス運営や学習方法の

実現が求められるとされており，その例の一つとして，

業務時間内における日本語学習機会の提供が挙げられて

いる。以上のことと本研究結果を結びつけて考えれば，

「コントロール感」が低下しやすい外国人材に対し，業務

時間内に日本語学習機会を提供することは，日本語学習

意欲の向上・維持のみならず，実際の学習行動に結びつ

けるという観点からも一層重要性を増すことが明らかで

ある。

上記に関連し，研究参加者の辿った径路が【学習意欲

が向上する：OPP】から右肩下がりになり，【日本語学習

を諦める：P-EFP】方向に接近した時期に着目したい。

3名は，【日本語の必要性を強く認識する：BFP・OPP】，

【日本語で仕事ができるようになりたいと感じる】という

出来事を通して学習意欲を向上させ，【X社の日本語クラ

スに任意で参加する】ことで，学習意欲を学習行動に移

そうと試みた。このようにして，【自身にとって理想的な

日本語学習行動を継続する：拡張された EFP】方向に歩

もうとしつつも，次第に【クラスに行くのが大変だと感

じ】，【学習時間が確保しにくいと感じる】という逡巡の

プロセスを辿っていったのである。このように，日本語

学習意欲を学習行動に移そうと試みながらも，フルタイ

ムで就業する社会人として時間的な制約に直面せざるを

得ず，学習行動が促進されない方向に向かう様相が共通

して捉えられた。このことは，日本語学習意欲を向上・

維持させている状況でさえも，十分な学習行動を継続す

ることの困難さを傍証しているといえよう。日本で就業
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する外国人材は 182万人を超え（厚生労働省，2023），近

年増加の一途を辿っている中，外国人材の活用に向けた

課題の最上位として「社内での日本語コミュニケーショ

ン能力の不足」が挙げられている（株式会社ディスコ，

n. d.）。生産年齢人口の減少に直面した日本社会は，外

国人材の積極的な受け入れに舵を切り始め，国による日

本語学習機会の保障が重要な論点となっている。ある研

究参加者は，インタビューの中で，自身が日本の IT 産

業を支えているというプロフェッショナルとしての自負

を語り，国と企業が連携し，業務時間内に日本語を学習

できる機会を設けてほしいと訴えた。さらに，このよう

な支援によって日本語が上達すれば，日本人の仕事関係

者とより深く対話することができ，日本社会に対して長

期的な貢献ができるとも語られていた。このように，業

務時間内における日本語学習機会の提供は，学習する側

の利益につながるばかりでなく，日本社会が高度外国人

材の定着を促すという政策的観点からも重要性を帯びる

ことが示唆される。

一方で，全ての企業が業務時間内の日本語学習制度

を実現できるわけではなく，安定的に学習時間を確保す

ることが現実的に困難な場合もある。たとえ業務時間内

に日本語研修が設けられたとしても，学習機会の制度的

な保障のみが学習者にとって有効な支援策となるとは限

らない。いずれの状況においても，教師自身に求められ

るのは，学習者との信頼関係の構築に努め，彼らが学習

を継続できる方法を共に模索していくことではないだろ

うか。それは，研究参加者 3名が，十分な日本語学習の

継続が困難だと感じた時期に【自身の状況を教師に打ち

明ける】ことで，教師と相談しながら，【僅かながらで

も学習する方法を見出す：BFP】という選択をとったこ

とに明らかであるだろう。3 名のライフライン図（図 3

～ 5）を参照すると，向上した日本語学習意欲の程度と

比較し，学習行動は「促進された」とは言い難い状況で

ある。しかし，TEM図（図 6）から読み取れる通り，3

名は【日本語学習を諦める：P-EFP】という選択を回避

しており，【自分のスタイルに合った学習行動をとる：

OPP】という回復の兆候を見せているのである。その前

段階の【僅かながらでも学習する方法を見出す：BFP】

という選択の内容は，【オンラインでクラス参加を継続

する（A）】，【宿題を強制されず，自分のペースで学習す

る（B）】，【移動時間に少しずつ学習する（C）】と三者

三様である。これらの選択は，【自分の学習スタイルに

合ったクラス：SG】，【教師による理解：SG】，【教師に

よる多様な学習ツールの紹介：SG】，【遠隔参加可能な学

習環境：SG（A）】によって下支えされており，個々の

状況に応じた多様な支援のあり方が考えられよう。

以上が示すように，学習行動を促進させるための直接

的・制度的支援の検討のみに留意するのではなく，教師

が学習者の状況に耳を傾け，現実的に学習を継続できる

と思える方法を共に模索していくことが求められるだろ

う。研究参加者の TEM図（図 6）には多様な SD，SG

が見られ，学習環境に直接関わる要素ばかりでなく，職

場環境や重要な他者，さらには本人の認識も日本語学習

に影響を与えていることが読み取れる。このことは，日

本語学習の継続において多面的な支援が求められること

を傍証しているといえよう。前述の通り，学習上の環境

整備は重要な課題の一つであるが，例えば，【日本語学習

に対する自信のなさ：SD】を感じている学習者には，本

人の状況やレベルから達成しやすい目標を共に考え，成

功体験の積み重ねをサポートすることで，本人の「コン

トロール感」を支えていく必要もあるだろう。

3　本研究の限界と今後の課題

最後に，本研究の限界と今後の課題を示す。本研究で

は，学習者であるバングラデシュ IT人材 3名を対象と

し，これまであまり注目されてこなかった，日本語学習

意欲と学習行動に大きな乖離のある事例を取りあげた。

これにより，日本語学習意欲と学習行動の乖離の様相

を明らかにし，現場での支援のありかたについて検討を

行った。本研究結果は，外国人材の受け入れを進める国

や企業が本人の日本語学習意欲のみに依存するのではな

く，学習行動を支える環境を整備することの重要性を示

したという点で，現場の支援策を講じる糸口を提供でき

たと考えられる。一方，学習者側の経験のみに根差した

調査結果であるという限界もあり，今後，多角的な調査

を通した議論の精緻化が期待されるだろう。今後は，学

習者側のみならず，企業関係者や日本語教育を担当して

きた教師側にも調査の対象を広げることで，外国人材に

必要とされる日本語学習支援がより多面的かつ鮮明に浮

かびあがるとも考えられ，稿を改め検討することとする。
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